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ム計 任 サテライト勘定と 社会 責 ヱて百 
  社会責任会計の 制度化へ向けての 試案   

河 野 正 男 

関心が低下した・ もう一つの原因は ，社会責任 

1. はじめに 会計に関する 概念上の諸問題が 未解決なことで 

あ る・ これらの原因のうち ，後者が よ り重要で 

企業と社会との 間に摩擦が生じた 時 ，会計の あ る・企業に よ る社会的責任活動に 係わる比較 

視点からの解決策は ， 貸借対照表，損益計算 可能な情報の 定期的開示すなわち 社会責任会計 

書 ，連結財務諸表等の 開示の歴史に 見られる 加 の 制度化を俳頭におくと ぎ ，概念上の問題の 解 

く ，利害関係者への 追加的情報の 提供すなわち 決 が不可欠と考えられるからであ る・ 

ディスクロージャ 一の拡大を行い ， この拡大が 

なければ生起することが 見込まれる摩擦を 未然 

に防ぐことであ った 、 ). 

19 ㏄年代から 1970 年代にかけて ，主として先 

進国で，公害，少数民族・ 身障者・女性等の 社 

全的に少数派たいし 弱者の雇用および 昇進，職 

場の安全性，従業員・ 消費者・地域社会等との 
関係，製品の 安全性 等 ， いわゆる企業の 社会的 

責任問題をめぐって 企業と社会との 間で緊張が 

高まった・ この時期に，会計の 領域では， これ 

らの問題について ，諸企業による 自発的な情報 

の開示あ るいはこれらの 開示に係わる 会計専門 

家に よ る理論的な研究が 盛んに行われた・ 近年 

0 社会的責任問題に 関するこの新しい 会計分野 

は 社会責任会計といわれる。 ，・ 

ところで，社会責任会計は ， 19 ㏄年代に入る 

と，その発展の テノポ が大幅に落ちた・その 原 
因は， かつて指摘した よう に二つあ る ". 原因 

の一つは，社会的責任活動に 対する企業の 熱意 
の後退であ る・オイル・ シ，ック に起因する 

1970 年代後半の世界的不況の 下で，上述された 

ような企業の 社会的責任の 追及よりも，生産お 

よび雇用を維持する 問題に焦点が 移り， それと 

ともに企業の 側における社会責任会計に 対する 

本稿では， マクロ会計におけるサテライト 勘 

定を参考として ，概念上の問題解決のための 試 

案の提示を試みる・そこで ， まず，次節で ，サ 

テライト勘定を 概観し，ついで 社会責任会計の 

諸類型について 検討し，最後に ，試案の提示を 

行 う ことにしたい・ 

2. サテライト m 定の援兵 

(1) サテライト勘定の 発展 

国際連合は， 19 ㏄年代の初めに ， F 国民勘定 

体系 J (ASystemofNationalAccounts, 通称， 

新 SNA) の改訂版を公刊するべく 現在その作 

業を行っている．改訂 SNA には，サテライト 

勘定が含められる 可能性が高いが・ 

サテライト勘定は ，元来， フランスで発展を 

みたマクロ会計の 一分野であ る・ フラノ ス で 

は， 19 ㏄年代の初めから ， 農業，商業， 運輸業 

等の特定の分野の 経済活動を分析するために ， 

国民勘定の中心的枠組 (central framework) あ 

るいは中枢体系 ( 以下，中枢体系という ) からあ 

る程度独立性をもっ 農業勘定，商業勘定，運輸 
勘定等の業種別勘定が 作成されていた・ 一方， 

国民勘定によって 社会的関心が 寄せられている 
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特定領域の分析が 十分には行い 得ないという 利 

用 者の不満に応えるために ， 1967 年に，前述し 

た業種別勘定作成の 経験を生かして ，サテライ 

ト勘定が考案され ，翌年には，住宅に 関する サ 

テライト勘定の 実験的研究が 始められた・そし 

て， 1970 年代に入ると ，研究開発のサテライト 

勘定が作成された 外 ，他の分野のサテライト 勘 
定の研究も行われの ， そして， 1976 年に， フラ 

シ スの国民勘定体系が 大幅に改訂された 時に， 

その中枢体系を 補完するものとしてサテライト 

勘定が加えられた・ 

(2) サテライト 定 勘の意義と分析目的 
サテライト勘定は 社会的関心を 集めている特 

定の領域に係わる 情報集積の枠組であ り，それ 
は，国民経済の 活動を総括的に 測定，表示する 

第 1 区 中枢体系とサテライト 勒定 の 曲係 

  「 ---------------- Ⅰ 
  

  
  非貨幣的統計       
    

統合中枢体系 教 育 

制度部門勘定 
医学教育 

使 途 源 泉 

傷病絵付金 

保 健 

家計による 

保健生産 

物の消を 

中枢体系では 保健 
サ ーヒ スとされ 

ていない活 動 

( 注 ) 

    

        非貨幣的統計       
  
    
    
  
  

  
  
  

    
l-- ---- 一 -- 一一 --- コ 

・左側では，中枢体系が ，金額表示で ，取引の均衡 と 各制度部門ごとの 使途 一 源泉の均 
衡 とをあ とづける． 

・右側では，サテライト 勘定 ( 重なり合うこともあ り得る ) が，いくつかの 貨幣的フロ 
一によって中枢体系と 関係をもつ ( 若干の関係のみが 示されている ). 
・点線で囲まれた 部分は，サテライト 勘定において 発展的にまとめられた 非貨幣的統計 
であ る． 
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国民勘定の中枢体系では 十分に表示しえない 特 

定の領域の活動を 取上げ，それに 関連する費 
用，支出，収入および 便益等について 詳しく記 

述する・ この記述にあ たって，サテライト 勘定 

は，特定の領域の 活動について 一義的な分類し 

かしない中枢体系と 違って ， 異なる視点からの 

複数の分類を 行い う るという点で ，中枢体系に 

比べて柔軟な 構造を有している・ とはいえ，サ 

テライト勘定は 中枢体系から 全く独立している 

のではない・ 概念，分類および 評価原則等の 基 

礎的要因については 関連行げが考慮されてい 

る．すなわち ，サテライト 勘定は，国民勘定に 

基づく経済の 全体分析の一環としての 部分分析 

の用具として 位置付けられている。 ). 

第 1 図は，中枢体系とサテライト 勘定の関係 

を，保健活動および 教育活動を例にとって ，概 
念的に示したものであ る ". 

図中に説明があ るが，若干補足しておきた 

い ． この図の左側は ，中枢体系の 制度部門の勘 

定であ る・その中から ，保健に係わりのあ る収 

入支出が抜出され ，図中の右側，サテライト 勘 
定の一種であ る保健勘定に 記録される・ この 

他 ，後述する よう に，中枢体系では ，財貨・ サ 

一 ビスの生産費の 一部として処理される 企業内 

医療関係支出や 国防支出の一部とされる 軍隊 内 

医療関係支出も 保健勘定に含められる・また 医 

療教育関係の 支出は，一方において 保健勘定に 
記録されるが ，同時に，他方において 教育勘定 

にも記録される・さらに ，特定の活動をより 詳 

細に記述する 視点から，非貨幣情報も ，サテラ 

イト勘定の範囲に 含められる ". 

サテライト勘定は ，誰が何を生産するのか ， 

その資金を誰が 賄っているのか ，誰が何から 恩 、 

恵を得ているのかといった 問題に答えるために 

作成される。 ). すなわち， サテライト勘定は ， 

社会的関心領域に 係わる財貨・サービスの 生産 

とそのための 資金供給ないし 資金調達の構造を 

分析すること ，そして，当該関心領域で 行われ 

た活動の成果と 受益者を明らかにすることを 目 

的としている ，。 ). 

フランスでは ，調査研究， 教育， 保健， 住 

宅，環境等の 様々の社会的関心領域に 関するサ 

テライト勘定が 作成されている・ これらのサテ 

ライト勘定は ，経済活動の 種類に基づいて 調査 

研究，農業，運輸，商業等に ，社会的要求の 違 

いに応じて保健，教育，社会保障，文化等に ， 

そして， 前 二者とは別の 基準によりアルコール 

中毒，交通事故，環境等に 分類され ぅる ",. 

(3) サテライト勘定の 内容 

1) サテライト勘定の 3 部門 

サテライト勘定では ， その日的を果たすため 

に，社会的関心領域別に 生産者，資金供給者お 

よび受益者を 区分し，生産，資金供給および 受 

益 者の 3 部門を設ける・ 

① 生産部門 

この部門は， 当該領域の代表的活動および 関 

連活動を総括するために 殺 げられる・ これらの 

活動が営利 ( 市場 ) 的なものか，非営利 ( 非市 

場 ) 的なものかを 問わないという 意味で，中枢 

体系における 生産概念とは 若干異なる・ 部門を 

構成する単位は ， 当該領域の代表的活動を 行っ 

ている事業所あ るいは制度単位であ る ". 部門 

0 代表的活動は 政府支出の機能分類を 念頭に置 

くと理解し易い・ 例えば，保健の 領域の代表的 

活動は， つぎの活動からなる・ 

イ ・個人の病気の 予防，診断あ るいは治療に 

直接貢献する 医療活動， 

口 ，衛生的視点からの 集団的予防活動   

". 医療および医療補助に 従事する職員の 訓 

練に関連する 医療教育活動・ 

二 ・生物学，治療および 薬学等の研究を 含む 

医療研究活動， 

ホ ，政府による 保健一般に係わる 管理活動・ 

当該関心領域とは 別の関心領域の 代表的活動 

を行っている 事業所ないし 制度単位に付属して 

当該関心領域の 代表的活動をしている 単位およ 

び中枢体系では 明示的には記述されない 内部単 

位は生産部門にいられる・ 後者の例として ， 先 

近 した企業内および 軍隊内で提供される 医療 サ 
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一 ビスをあ げることができる ， 鈴   資金供給組織間での 移転を数多く 記録する・こ 

上述された保健の 領域の代表的活動の 例示 か のことは，当初の 資金供給組織と 最終の資金供 

ら 推察される よう に，特定の社会的関心領域の 絵組織との区別の 必要性をもたらす・ 

設定にあ たっては，その 代表的活動の 内容を明 また，特定の 制度単位が，あ る関心領域の 財 
らかにする諸活動の 一覧表を作成する 必要があ 貨 ・サービスの 生産活動を行 うと 同時に，その 

る ・なお，関連活動は ，代表的活動に 関連する 生産活動のための 資金供給を行 う 場合があ る・ 
財貨・サービスを 供給する活動を 意味する ",   この場合には ，その資金供給機能と 支出執行機 

例えば，教育の 領域では，生徒・ 学生の輪 送サ 能 とを区別する 必要があ る・例えば，中央政府 
一 ビス，補助教材，図書等が 関連射・サービス は ，教育への資金供給者であ るとともに，非常 
とされる 16]. 利 ( 非市場 ) 教育サービスの 生産者でもあ る 瑚 ・ 

② 資金供給部門 ③ 受益者部門 

この部門は，当該関心領域の 活動のために 必 受益者とは，当該領域の 活動から恩恵を 受け 

要 な資金を負担する 全ての制度単位からなる   る 者であ る・受益の内容は ， 受 取られた移転 

資金の供給は 直接的に行われる 場合もあ るし， 額 ，消費されたサービスおよび 何等かの物量で 

移転を通じて 行われる場合もあ る・サテライト 示される特典の り づれかであ る・これらの 受益 

勘定では，政府の 階層組織間に 見られるような が 特定化される 場合と，特定化し 得ず社会全体 

第 2 日 サテライト特定の 頷 牡 

『了 ------- 一 -------------- イ "----------------   
  

生産部門 
  
  

    
    
    
          
    資金供給部門 

  
  
  

  および移転     
    
  ① 
  受益者部門     

  
  

当該分野への @ 商品・非営利     
資金供給単位 @  居住者たる 関 代表的 活 サ ーヒ スの 移     
のその他の     資金供給者 転 が特定可能 @     な 受益者 

  
  
    革ぴ 受益者   

    海外からの 
ピ への移転 受益者の特 i 
ス 

    資金供給 
  定 な支出 が不可能       
    

  

  

関連射・ サ一 

ヒ スの生産者 

( 注 )                         領域の境界 

田支出に関する 三通りの説明 

・居住者たる 資金供給者の 支出は海覚で 行われる支出も 含む ( 資金供給部門の①の 部分 ). 
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が 受益する場合とを 区別しなければならない・ 以上，本節で 説明してきた 内容を図で示した 

例えば，教育勘定では ，生徒および 学生は教育 ものが第 2 図であ る・ 

活動の受益者と 考えられる・ これに対して ， 教 

育 関係の研究開発，教職員の 訓練および教育制 2)  サテライト勘定の 勘定体系 

度の管理等の 活動の受益者は ，集合的なもので サテライト勘定は ，基本的には ，つぎのよう 

あ り，教育制度自体が 受益者とされる "'. な 4 種の勘定 表 全体を包含する 語 として使用さ 

第 1 表 寅全 Ⅰ 達 ( 経常取手 D 
執達資金 
0 行先 関連 財 ・ 

受益者への 

代表的活動 
最終的 

貨幣 的 移転 国内合計 海 外 国民合計 
サ ーヒ ・ ス 

資金供給部門 ( 直接移転 ) 

家 計 

企 業 

一 般 政 府 

民間非営利団体 

国民合計   
    国民支出 

海 外 

国 内 合 計 a+a' b   国内支出 

俺 2 臆 虫 走 

経 常 取 l ト片， Ⅱ Ⅰ 

使 途 
  

源 泉 

十 雇用者報酬 十財 ・サービスの 販売   

中中 間 消 費 十 活動のための 補助金 e Ⅰ 

七祖 税 十 活動のための 移転 e" 

Ⅰ活動 に 伴 う 支出 ( 非営利サービスおよび 附随活動 )   

圭活 勒の源泉 

受益者への移転 (d) 十 再分配のための 移転 

その他の経常支出 
Ⅰ生産者の実行する 経常国内支出 

粗 貯 蓄   干 その他の源泉 
  

使 途 合 計   源泉合計 

資本・金融取引 

投 資 粗 貯 蓄 

受益者への資本移転 (d,) 
十 投資の移ための 資本移転 

+ 再分配のための 資本移転 a / 

金融資産の変動 二国内資本支出 

負債の変動 
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第 3 表 受 益 者 

  
e+e' ・特定可能 

・集合的 e / 
      ム 計 e+e'+e" b c+d+cT 

第 4 森 ロ 民 支出の拍 違寅 金の状況 

当 初 資 金 供 給 者 

  

  計 
業   

薯 民間非営利団体 

当初資金供給合計   
    

れる，。 ， ． あ る・ したがって，基本的には ，概念，分類， 

第 1 表の列は当該領域の 活動を，一方，行は 評価等において ，中枢体系と 矛盾があ ってはな 

その活動への 資金供給を行 う 制度単位から 構成 らない・ このことは，中枢体系と 全く一致して 

される各種の 部門を示している・ この結果， ぃ いることを意味するものではない・ サテライト 

かなる制度部門がどの 活動にどれ種の 資金を供 勘定は中枢体系に 比べて，多少の 自由度をもっ 

給したかが分る・ 表 中の a, b, c, d, e 等の記 ている・既に 見てきたよ う に，サテライト 勘定 

号は ， 各表 間の集計値の 関係を示している・ 第 は ，中枢体系の 制度部門の境界および 取引の範 

2 表は，前述した よう に，中枢体系で 考えられ 囲を越える場合があ る・以下に，中枢体系を 念 
ているような 意味での生産活動を 記録するもの 頭において， サテライト勘定の 特色をあ げてみ 

ではなく，当該領域の 代表的活動に 係わる全て よう "). 

の 収入支出を総括的に 記録する・そして ， この ① 複数の領域にまたがる 活動 

収支は，経営取引と 資本取引に区分される・ 第 サテライト勘定は ，あ る領域の代表的活動に 

3 表は，代表的財貨・サービス ，関連財貨・ サ 焦点を合せて 勘定設計がされている・ ところ 

一 ビスおよび移転毎に ，受益者が特定できるも が ，あ る種の活動は ，教育活動，保健活動あ る 

のと，特定できないものとが 分るようになって いは社会活動の 側面を右している・ 例えば， 既 

いる・第 4 表は，資金供給に 関する当初の 資金 述した よう に，医療教育は 保健活動であ ると 同 

供給者と最終の 資金供給者との 関係を示してい 時に教育活動でもあ る・そこで， 医療教育は ， 

る 20). 保健勘定にも 教育勘定にも 記録される・ この 結 

果 ，各種のサテライト 勘定の合計を 合算したも 

(4) サテライト勘定の 特色 のには重複分が 含まれており ，合算 値 それ自体 

サテライト 定 勘は中枢体系を 補完するもので はあ まり意味がない・ 
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② 制度単位内の 小単位の活動の 分離 

あ る関心領域の 代表的活動に 焦点をあ て， こ 

の活動を詳細に 分析する視点から ，当該関心領 
域と異たる関心領域の 代表的活動を 行っている 

制度単位内に ，代表的活動を 行っている 小 単位 
があ る場合には・ この 小 単位の活動を 分離し 

て，当該関心領域の 代表的活動に 加える・例え 

ば，先述した 企業や軍隊で 提供される医療サー 

ビスは，企業の 生産費や国防支出から 控除され 

保健勘定に記録される・ 

③ 収入支出に基づく 生産活動の把握 

サテライト勘定では ，中枢体系とは 異なり， 

営利 ( 市場 ) 活動と非営利 ( 非市場 ) 活動とを 

区別することなく ，特定の関心領域の 代表的活 
動および関連活動に 係わる全ての 収入支出を把 

握し，それらを 諸勘定 表 に利用目的に 応じ，分 

類して表示する・ 

の 受益者の視点 

中枢体系では ，支払者と受取者との 間の記録 

が行われるが ，特定の活動の 受益者の視点が 欠 

けている・受益者の 立場を考慮に 入れたこと 

は，サテライト 勘定の顕著な 特色といえ よう ・ 

⑤ 貨幣情報と非貨幣情報 
あ る関心領域の 代表的活動をより 完全に説明 

するために，サテライト 勘定では，貨幣情報ば 

かりでなく，生産者数，受益者数，設備保有吉 

数等の非貨幣情報をも 提供することが 意図され 

ている． 

ま 社 全文仁会計の 緒 奴型 

第 1 節で述べたように ， 19 ㏄年代から 1970 年 

代にかけて，公害，少数派および 弱者の雇用・ 

昇進等の問題をめぐって 企業の社会的責任を 追 

及する世論が 高まり，これらの 問題に係わる 情 

報を自発的に 開示する企業が 多数でた・ しかし 

ながら，開示内容および 開示形式等は ，多種多 
様で統一されていなかった・ 

当時， ディリ（手 ウヱイ ガントは， それまで 

に企業により 公表されてぎた 社会的責任活動の 

諸報告を調べ ， それらの報告で 使用されている 

方法をつぎの 四種の ヵ テゴリ一に分類した 朋 ・ 

① Invento 臼 approach ( 社会的責任活動に 

関する明細を 開示する方法 ) 

② CostoroutIay approach ( 社会的責任活 

動に関する費用および 支出を示す方法 ) 

③ Program  management approach ( 社会 

的責任活動に 関する経営者のプロバラム 

とその達成度を 報告する方法 ) 

④ Benef6t-cost appraoCh ( 社会的責任活動 

に関する費用と 便益の比較計算書を 開示 

する方法 ) 

①の方法は，営業報告書や 財務諸表の脚注等 

を利用して， 当該企業と 係 わりのあ る社会的責 

任活動に対する 経営者の努力の 明細を示すもの 

であ る・ 当時， 多くの企業は ， この方法を採用 

した． 

②の方法では ，当該企業に 係わりのあ る社会 

的責任活動とそれぞれの 活動に要した 費用およ 

び支出が明らかにされる・ さらに， このような 

財務情報ばかりでなく ，例えば， 少数派あ るい 

は弱者の雇用数ないし 割合，大気中に 放出され 

る 硫黄 量 等の物量情報の 開示も含まれる・ 

このカテゴリ 一の代表例は ， ディリーニ ウ， 

イ ガント自身が 手掛けたアメリカの 中西部ガス 

電気公益事業社の 社会的責任年次報告書 (social 

res 卍 Ilsibility 皿 nualre 四 rt) であ ろ ゲ ". それ 

には，主として 公害防除関係活動およびその 他 

の活動に要した 費用および支出の 一覧表に加え 

て・会社およびサービス・ ヱ リアの概要・ 大気 

汚染・温水公害に 係わる情報，職場の 安全性， 

少数民族および 女性の雇用と 昇進に係わる 情報 

を示した 話表 が表示されている・ 

③の方法は，ディリーニウェイガントによれ 

ば，アメリカ 会計検査院により 採用されてい 

る ．検査院は，毎年，政府諸機関がその 目標を 

どの程度達成したかを 検査する・ 民間企業で 

は，バンク・オブ・アメリカによるこの 方法の 

採用が知られている・ この 他 ， ファースト・ ナ 

ショナル・ バ ソク・オブ・ミネアポリスもこの 
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種の報告書を 作成している め ． 

④の方法の代表的な 例はアプト社の 社会的・ 

財務的損益計算書および 貸借対照表であ る・ こ 

れらの表を見ると ， スタッフ，一般公出および 

地域社会，株主，顧客および 組織等の会社の 利 

害 関係者別に，費用，便益，資産，負債および 
持分について ，実際の収入支出データに 社会的 

費用および便益に 関する推計をまじえた 計算結 

果が示されている ". ④の方法は， ディリ一二 

ウヱノ ガントが述べている よ うに，提供される 

情報量は多い・ 全ての社会的責任活動の 結果を 

金額で表示するとい 5 点にも特色があ る． 

以上，ディリーニ ウヱイ ガントによる 社会責 

任会計の四種のカテゴリ 一の簡単な紹介をした 

が ，企業によって 作成されている 報告書あ るい 

は研究者によって 提示されている 報告モデルで 

使用されている 方法が，上記のいずれかのカテ 

ゴリ一に整然とおさまるものではない． 例え 

ば ， リノウズの社会経済的活動報告書 向 および 

エ ステスの社会的影響報告書Ⅲは ，費用および 

支出と収入データを 基礎としているが ，一部社 

会的費用および 便益の見積額も 含んでいる． 

また，マーリンの 公害管理報告書 咄は，主 とし 

て ，物量データによって ， パルプ会社の 公害管 

理の状況を示したもので ，厳密に考えればどの 

ヵ テゴリ一にも 入らないであ ろう・ 強いて言う 

ならば，② か ③に入れられ 得よう・ このよう 

に ，四種のカテゴリ 一に収まらない 例は見受げ 

られるが， ここでは，代表的分類ということ 

で， ディリ ー，ウヱイ ガントの分類に 従って以 

下の議論を行うことにしよう・ 

彼等がこの ょ うな分類をしたのは 15 年以上も 

前 01973 年のことであ る・現在においても ，企 

業および研究者に よ り異なる方法が 用いられて 

おり，状況はほとんど 変わっていないと 言えよ 

う・ この ょう な状況は，一方において ，社会責 

任会計が発展途上にあ るために止むを 得ない面 

もあ るが，他方，既述した よう に，社会責任会 
計に対する関心の 低下と概念的問題の 未解決が 

影響していることも 否定し得ない・ 過去の歴史 

から，将来，同種の 企業の社会的責任問題に 対 

する関心の高まりは 十分予想され ぅ るところで 

あ るから，その 時に備えて，現時点では ，概念 

上の間題の解決に 向けて努力すべぎであ ろう． 

4. 社会責任会計の 制度化に向けて 

(1) フラ ソス の社会貸借対照表 

企業が，法律，規則あ るいは同業者団体の 協 

定 等に従って， その社会的責任活動に 係わる情 

報を定期的に 開示することを ，社会責任会計の 

制度化と呼ぶことにしたい． この制度化に 向け 

て，前節で紹介した 四種の方法のいずれが 望ま 

しいかを，概念上の 間題を検討することにより 

明らかにしたい． 

社会責任会計における 概念上の問題とは 開示 

対象を誰にするか ，開示目的は 何か，開示内容 

として何を選択するか ，開示方法をど う するか 

等であ る・開示内容の 選択にあ たり，企業の 社 

会的責任をどのように 考えるか，あ るいは選択 

された内容によっては 社会的費用および 便益を 

如何に測定するか 等のことも問題とされうる． 

ところで，開示対象，内容， 目的および方法の 
四つの要因は 密接に関連している・すなわち ， 

開示対象がきまれば ，開示目的は 自ずから決ま 

ってくるであ ろうし， 対象および目的がきまれ 

ば，それらに 対応する開示内容および 方法も適 

切に選択されると 考えられ ぅ るからであ る． フ 

ランスの社会貸借対照表は ，その好例であ る・ 

19 ㏄年代から 1970 年代にかけて ，主として先 

進国での企業の 社会的責任を 問う世論の高まり 

の中で， フランスでは ，伝統的財務諸表の 開示 

以外の新たなる 報告書に よ り，企業の社会的責 

任活動の開示が 制度化された・すなわち ，従業 

員 3 ㏄ 人 以上の会社は 法律に ょ 9 社会貸借対照、 
表 (bil 皿 s ㏄ ial) の作成が求められている． そ 

れは，「企業経営者と 従業員に対して ，定期的 

に，企業の社会状況の 全体 観 をもたらしめ ，当 
該期間中における 社会的管理 (g ㏄ tion soCiale) 

を見極めせしめることを 可能にする」という 日 
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的でⅢ，主として ，従業員を開示の 対象として， 

雇用，報酬および 附随費用，保健衛生と 社会保 

障状況，その 他の労働状況，教育訓練，職業訓 

練，企業に依存関係のあ る従業員とその 家族の 

生活状況の 7 項目の関連情報を 明らかにする． 

情報の具体的内容は ，報酬額，総賃金費用，安 
全関連支出，社会保障関連の 給付額等の費用あ 

るいは支出データからなる 財務情報と従業員 

数，欠勤日数，労務災害日数，死亡事故件数， 
職業訓練参加人数・ 時間等の物量情報からな 

る， 

フランスの社会貸借対照表は ，従業員を開示 

対象としかつそれに 対応する開示目的が 定めら 

れていることから ， この二つの要因に 関連した 

上述のような 開示内容が決められている・ 開示 

方法としては ，財務諸表とは 別個に社会貸借対 
照表を作成し ，組合代表者および 従業員代表を 

含む企業委員会に 知らせるものであ る，。 ). いず 

れにしても，債権 者，株主および 投資家を主た 

る開示対象としている 現行の財務諸表の 開示制 

度と比較すると ，従業員まで 開示対象を広げた 

点で，一歩前進したといえる． 

(2) 社会責任会計の 制度化へ向けての 試案 
近年の企業と 社会との摩擦に 対する会計的対 

応を，本稿では 社会責任会計と 呼んだが，他 

に，企業社会会計，社会監査，社会経済会計， 
環境会計あ るいは生態会計等とも 言われる・社 

会責任会計を 含めて， これらの語には ，いずれ 

も，社会，環境および 生態といった 企業を取巻 

く一定の空間を 示唆する形容 語 が見受げられ 

る・ このことから ，上述のような 名称を付した 

研究者達は， この新しい会計分野では ，企業と 

それに係わりをもつ 広範囲の関係者， さらに言 

うならば，一般公衆との 間の問題を取上げるこ 
とに関心を持っていることが 読取れる． 

そこで， ここでは，開示対象を ，従業員，消 

費者および地域住民を 含む一般公衆として 議論 

を進めることにしたひ・そして ，開示目的は ， 

開示対象が一般公衆と 定められたことから ， 若 

千 抽象的であ るが， @ 般公衆の福祉を 増進する 

ために企業の 社会的管理を 行 う こととする．つ 

ぎに， これらの 二 要因を俳頭に 置きながら，開 

示内容について 検討しょう． 

一般公衆に有用な 開示内容を決定するにあ た 

っては，企業の 社会的責任は 何かを明らかにし 

なければならない・ これは，社会責任会計で 最 

も難しい問題であ る・恐らく，全ての 関係者が 

合意するような 解答は得られないであ ろう・ 差 

当り，米国経済開発委員会が ， 1971 年に出した 

報告書『企業の 社会的責任』で 示された企業の 

責任に関する 第 3 図のような三種の 同心円が参 

考になる "'. 

これらの三種の 同心円で示された 企業の責任 

の中で，近年問題とされている 責任は ， 主とし 

て，中間の円に 属する項目であ る・社会責任会 
計を制度化する 場合には， この中間の円に 属す 

るような項目の 中から，国情および 社会情勢等 

を 勘案して決めることが 妥当と思われる． サテ 

ライト勘定が 改訂 SNA に含められ，その 作成 

が実行に移される 場合には，サテライト 勘定で 

取上げられた 社会的関心領域，例えば 公害あ る 
いは環境等を ，社会責任会計でも 開示内容の 一 

部 として含め，マクロ と ，クロの情報を 関連村 

げられる よう にできれば，大変有意義であ ろ 

う 

開示すべき社会的責任活動項目ないし 分野が 

決まると，つぎに ，それらの項目に 係わるどの 

ような情報を 開示すべきかという 難問が控えて 

いる・この問題については ，社会責任会計を 会 

計の一分野と 認識して，前節で 紹介した 4 方法 

による開示内容を ASOBAT で明らかにされ 

た 会計情報のための 基準すなわち 目的適合性， 

検証可能性，不偏性および 量的表現可能性の 4 

基準切に照、 らして検討することにしたい． 

これらの基準に 照 、 らす 時 ， invento ヴ ap- 

proach によって現在開示されている 情報は， 

いずれの基準にも 抵触しそうであ る・ この方法 

により開示される 情報は定性的なものが 多い 

が，この場合には ，量的表現可能性の 基準が満 
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第 3 区 金 葉の社会的 甘 任の同心円 

社会環境の積極的改善への 
関与に伴って 果すべき 黄任 

変化する社会的価値や 伍 先 
順位に対して 細心の注意と 
考なさ 払 う 大任 

原枕 保護 
経済的機能の 効率的達成 製品の安全性 

( 基本的 丈任 ) 
情報の提供 

生産，雇用，経済成長等 および 
公正な取引 

雇 用 

従莱貝 との関係等 

政府や教育・ 保健機関等の 手の回りきれない 
食 困や都市公害等の 重大な社会問領解決 

への協力等 

たされないことになり ，開示された 情報の企業 

間および期間比較が 困難であ る・情報利用者の 

視点からは，この ょう な情報の利用価値は 低 
ⅠⅩ ・ 

④の方法を広範囲に 使用するアプト 社の社会 

的 ・財務的損益計算書および 貸借対照表は ，企 

業の社会的責任に 係わる項目について ，社会的 

費用や便益の 推計を含めて 出来る限り金額表示 

する点に特色があ り，その限りで ，情報量も多 

い ・ しかしながら ，減価償却や 引当金の見積り 

と比べると遥かに 複雑な推計を 行っており，こ 

の種の金額情報は ，検証可能性および 不偏性の 

基準に照らして ，問題があ る． 

残された選択肢は ， ②あ るいは③の方法であ 

る ・企業の社会的責任に 係わる項目についての 

目標を予め明らかにしその 達成度を開示する 

③の方法は，開示される 情報が会計情報 か 否か 

は 別にすれば，上述の 4 基準を満たす 可能性が 

高いと考えられ ，その意味で 良 い 方法と言えよ 

5. しかしながら ， この方法にも 欠点があ る・ 

恐らく， 同種産業内の 各企業でさえ ，それぞれ 

が掲げる目標は 異なることが 予想、 され，それ 故 

に ，企業間比較は 不可能であ ろう・ また， 同一 

企業でも， 当初の目標が 達成され， 目標がつぎ 

つぎに変わって 行く場合，そのこと 自体は評価 

されるが， この企業の社会的責任活動に 関する 

期間比枚は困難となる・ さらに重要な 欠点は， 

一般公衆が企業二対して 抱いている社会的責任 

活動の項目と ，企業が目標として 掲げるものと 

が一致するとは 限らないことであ る・企業の掲 

げる目標は限定されることが 予見されるので ， 

利用者が知りたい 情報の一部しか 開示されない 

ことも十分考えられる・ 

最後に残されたのは②の 方法であ る・ この方 
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法 では，金額情報として 企業の社会的責任活動 
に係わる実際の 費用および支出，ならびにそれ 

らに関連する 物量情報を開示する・ この方法に 

28 場合，既述した 三種の同心円の 中間の円に 

属するような 項目に係わる 費用および支出情報 

を ，基本的には ，企業の勘定から 抽出してくる 

のであ るから，それらの 金額情報は， ASOBAT 

の 4 基準を満たし ぅる ・また， これらの金額情 

報に関連する 物量情報も 4 基準を満たす よう に 

配慮することは 可能であ ろう・かくして ，社会 

責任会計の制度化をこの 方法に依拠すれば ，開 
示される情報の 期間比較および 企業間比較も 可 

能となろう・ 

強調しておぎたいことは ， この方法が，基本 

的には，企業の 勘定記録を利用することから ， 

現行の会計の 枠組を変えることなく ，ディスク 

ロージャ一の 拡大が図れることであ る・企業の 

社会的責任活動に 係わる開示情報と 損益計算書 

および貸借対照表からなる 伝統的財務諸表体系 

との関係は，国民勘定とサテライト 勘定との間 

に見られるような 関係と同種のものと 理解され 

る・社会的責任活動に 係わる開示情報は ，基本 

的には，伝統的財務諸表の 概念および評価基準 
等に従 う 一方，社会的責任活動性関する 適切な 

情報を提供するために 一定の自由度をもたせる 

ことが可能であ る   したがって， ディリ ヰウ 

ヱ イガ ソト が指摘している よう に，費用および 

支出等の金額情報ばかりでなく ，必要に応じて 

これを補完するための 物量情報の開示もあ って 

よい ・また，補完情報として ，社会的費用およ 

び便益のような 推計値も開示することが 望まし 

い場合もあ ろう・サテライト 勘定に倣えば ， 同 

一の費用および 支出が ， 二 つ 以上の社会的責任 

活動項目に計上されることも 許されよ う ・ 

先に取上げたフランスの 社会貸借対照表は ， 

開示対象が従業員に 限られているが ，②の方法 
の 好例であ る・制度化を 考えると，金額情報と 

しては，検証可能性および 不偏性の基準を 満た 

すことが重要なことから ，企業の勘定記録に 基 

づく 穏用 および支出の 利用が重視されることは 

止むを得ないことであ ろ 5. 

②の方法に基づいて 社会責任会計の 制度化を 

行 う として，難関は ，前述した よう に各企業が 

開示すべき共通の 社会的責任活動項目の 決定で 

あ ろう・項目の 選択は各企業に 任せるという 方 

法もあ るが， この場合には ，企業間比較がでぎ 

なくなる・少なくとも ，同一産業レベル 位で共 

通する項目を 決めることが 望ましい・ 

開示される情報の 表現形式については 色々の 

ことが考えられる．選択された 社会的責任活動 

項目に係わる 費用および支出をバループに 分け 

ることなく配列した 一覧表を作成する 方法，少 

なくとも費用および 支出を経常取引 と 資本取引 

に 分けて示す方法，あ るいは費用および 支出を 

従業員，消費者，地域住民等の 利害関係者別に 
区分して示す 方法等が考えられる・ 開示される 

費用および支出項目が 多 い 場合は，最後の 方法 

が好ましいとかえる． 

最後に，開示方法であ るが，開示対象が - 般 

公衆ということから ，基本的には ，財務諸表と 

は別個の表を 作成することが 望ましい・そし 

て， この表を，各企業の 本店ないし本社および 

証券取引所等で 閲覧できる よう にすべきであ ろ 

ぅ ・ また，株主，債権 者および投資家に 対して 

は，財務諸表と 共に意思決定の 資料として利用 

出来る よう に，財務諸表と 同様の開示方法をと 

るのが適切と 判断する・ 
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